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サ ッチ ャー政権の経済政策

対外経済政策に着 目したイギリス 「コンセンサス政治」概念の再検討1)

池　本　大　輔

要　 旨

　本論文はサ ッチャー政権の経済政策を分析するにあたって、その対外経済政策、特に国際資本

移動の自由化に大 きな関心を払 うことを提案する。従来サ ッチャー政権の経済政策はケインズ主

義からマネタリズムへの移行という文脈の中で理解されてきたが、サッチャー政権の真の革新性

はイギリス経済につきまとう経常収支赤字へのアプローチの仕方にあった。すなわち、サッチャー

政権はそれまでのように経常収支赤字自体の削減を目指すのではな く、外国か らの資本流入(資

本収支の黒字)に よって経常収支赤字を相殺 しようと試みた。1979年 の為替管理撤廃により国際

資木移動が完全自由化されたことや、1986年 の金融 「ビッグバン」(規 制緩和)は 、このような

イギリス経済運営の大きな変化の一環として位置づけられよう。

キー ワー ド:サ ッチャー政権、コンセンサス政治、国際資本移動、経常収支、マネタリズム

1.既 存研究 にお けるサ ッチ ャー政権の位置づ け2)

　イギ リス政治研究においては、戦後政治をケインズ主義にもとつ く 「戦後コンセンサス」の

時代とマネタリズムにもとつく 「ネオリベラル ・コンセンサス」の時代 とに区分 し、サッチャー

政権を前者から後者への変化をもたらした政権 として位置づける解釈が一般的である3)。

　 「コンセンサス政治」概念はイギ リス政党政治研究の文脈において、保守 ・労働両党問の政

権交代にも関わらず、歴代の諸政権が遂行した政策に連続性があることを指して用いられる。

「戦後 コンセンサス」 とは、第二次世界大戦後から1970年 代に至るまで、完全雇用を目標 とす

るマクロ経済運営 ・混合経済 ・福祉国家な ど、国家による経済への広範な介入を前提 とする諸

政策が左右の政権によって継続的に実行されてきたことを指ず)。通説的見解によれば、戦後

コンセンサスは1970年 代に入るとイギ リス経済の相対的衰退や第一次石油ショックが引き起こ

したスタグフレーションによって危機に瀕した。そして1979年 に登場したサッチャー政権が、

マネタリズムにもとつ く金融 ・財政政策や国有企業の民営化な どそれまでの政権 とは異なる市
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場重視型の政策を実行したことで、戦後コンセンサスの時代は終わ りを迎えた。コンセンサス

論の主唱者であるカバナーによれば、その後労働党がキノック、ス ミス、ブレアの各党首の下

で政策転換を図 り、サッチャー政権の政策の大半を受容したことで、イギ リス政党政治は 「サ ッ

チャー(ネ オ リベラル)・ コンセンサス」の時代に入 ったという5)。

　そ して、「戦後コンセンサス」の中心がケインズ主義にもとつ くマクロ経済運営であるのに

対 し、「ネオ リベラル ・コンセンサス」の中核をなすのがマネタリズムであるとされる。ケイ

ンズ主義 とは、政府は需要管理政策をつ うじて完全雇用を実現すべきだとい う考え方である。

とりわけ景気の下降期には、政府が財政支出を増加させることによって、有効需要を創出する

ことが求められる。マネタリズムによれば、マクロ経済運営の第一義的な 目標はインフレの抑

止であ り、そのために政府は金融政策 と財政赤字の削減を通じて国内通貨供給量の増加をコン

トロール しなければならない6)。

　このように戦後イギ リスの政党政治を 「戦後コンセンサス」の時代から 「ネオ リベラル ・コ

ンセンサス」の時代への移行 として理解する見解によれば、1970年 代は第一のコンセンサスが

第二のコンセンサスによりとって代わられつつあった過渡期 として位置づけられる7)。ヒース

保守党政権が就任当初サッチャー政権類似の政策を実行しようとしながら政治的抵抗に直面し

てrUタ ーン」 したとい う見解や、1976年 のIMF危 機以降キャラバ ン労働党政権が遂行した

経済政策をサ ッチャー政権の前触れ として位置づける立場は、このように1970年 代を過渡期 と

捉える見方の一例 といえる。

　上記のような 「コンセンサス政治」論 と、それに基づ くサ ッチャー政権の位置づけに対して

は批判がないわけではない。例えばピムロットは、市場重視主義的な方向への変化はイギ リス

以外の先進国でも1980年代には幅広 く見られた現象であって、サッチャーが1979年 に首相になっ

たか どうかはその後の事態の展開にさほ どの影響をもたらさなかっただろうと主張している8)。

さらに、最近公開された政府史料に依拠しながらサ ッチャー以前の各政権の政策の違いを指摘

し、経済運営に関する戦後コンセンサスの存在自体に疑問を投げかける文献もないわけではな

い9)。しか しなが ら、ピムロットの指摘はサッチャー個人の役割の重要性を否定 しているにす

ぎない。またカバナーやモ リスのようにコンセンサスを 「政治家や官僚達がε実行可能 とみな

した政策オプションの範囲を画定するパラメーター1。)」と定義する限 り、サッチャー以前の政

権問に微視的な政策の違 いがあった としても、それがただちに戦後コンセンサスの存在を否定

することにはならない。それゆえ、「コンセンサス政治」論 とそれにもとつ くサ ッチャー政権

の位置づけは、大筋で受け入れられているといって差し支えないであろう。サ ッチャー政権に

対する政治的な評価が大 ぎく分かれていることを考 えるならば、 これは特筆すべぎ事実であ

る11)。
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2.本 論文の視角

　本稿は、国際(地 域)通 貨制度や国際資本移動への態度に代表される 「対外経済政策」に着

目することで、上記のような通説的イギ リス政治像に とってかわる新しい解釈を提示しようと

するものである。

　この解釈によれば、1970年 代のピース政権やキャラバン政権は過渡期ではな く、「戦後 コン

センサス」 とも 「ネオ リベラル ・コンセンサス」 とも異なる独自の政策を実行した政権であっ

た とされる。サ ッチャー政権の革新性は、両政権 との対比によってはじめて明らかになる。

　戦後イギ リス経済運営の問題は、同国の製造業の国際競争力の低さに由来する経常収支の赤

字、 とくに貿易収支赤字 と、その帰結 としての度重なるポン ド危機であった。rス トップ ・ア

ンド・ゴー」 と椰楡された一貫性のない経済運営は、景気拡張に伴 う貿易収支赤字がポンド価

格の下落につなが り、政府が通貨防衛のため引き締めを余儀なくされた結果であった121。それ

ゆえ1970年 代までは貿易収支が政権の経済運営を評価するバ1コメーターと見なされ、歴代の政

権はイギ リス製造業の国際競争力を向上させて貿易赤字を解消することを最大の政策課題 とし

ていた。1973年 にブレトンウッズ体制が崩壊したことは、変動相場制が自動的に対外収支の均

衡をもたらす という当初の期待に反 して、赤字国が直面する事態を改善するものではなかっ

た13♪。

　 rUタ ーン」後のピース政権 と1976年のIMF危 機後にキャラバン政権が とった政策にはか

な りの共通性があったが、 とくに後者は製造業重視 ・輸出主導の経済成長を 目指す立場から固

定相場制度を支持し、国内での強い反対にもかかわらず欧州通貨制度への参加に積極的な姿勢

をみせた。ポンドの安定にコミットしたことで通貨切 り下げ とい う政策選択肢がな くなったた

め、製造業の国際競争力を維持するためには労働組合 と協力して賃上げを抑制し、物価上昇率

を低下させることが必要 となった14)。この政策は、インフレ抑止に重点を置いたという点で戦

後コンセンサスとは一線を画す ものであった。と同時に、地域的な固定相場制度への参加によっ

て輸出主導の経済成長を 目指 した とい う点で、後のサ ッチャー政権の政策 とは異なる理念にも

とついていた15)。

　周知のように、キャラバン政権は 「不満の冬」 と呼ばれる大規模な労働争議の勃発のためサッ

チャー率いる保守党に選挙で敗北した。ここで留意すべきは、政権の経済政策が一定の成果を

上げたがゆえに 「不満の冬」を引き起こした とい う事実である。「不満の冬」に先立つ二年間、

イギ リスでは賃上げ抑制によって物価上昇率が大幅に下落したが、実質賃金は低下してお り、

これが労働争議の呼び水 となった。つま りキャラバン政権は、輸出主導型経済への転換に伴 う

生活水準の低下に対する労働組合の支持を得られなかったがゆえに、下野を余儀な くされたの

であった。
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　それに対してサ ッチャー政権は経常収支 ・貿易収支赤字の削減を 目指すのではな く、資本収

支の黒字(外 国からの投資の流入)に よって経常収支赤字を相殺する方向へ と経済運営の舵を

切った。同政権がアメ リカと共に国際的な資本移動の自由化を推進し、金融業の規制緩和を断

行 したのは、このためであった。ブリトンによれば、サッチャー政権期の金利の決定を最も大

きく左右 した要因は、国内通貨供給量の伸び率ではなくアメリカの金利水準だった とい う'6)。

これは金融政策がマネタリズムにもとついていたわけではな く、経常収支赤字のファイナンス

を念頭に遂行されていたことの証左である。為替管理を撤廃 し資本移動を自由化した結果 とし

て、アメリカの金利変動がイギリスの金利水準に対 して与える影響が非常に強 くな りm、 イギ

リス金融当局はアメ リカとの金利格差の維持につ とめなければならなかった。このようなアメ

リカとの金利格差の維持に重点を置いた政策は、ERM(欧 州為替 レー ト・メカニズム)へ の

参加 とは両立し難いものだった18)。

　要約すれば、サ ッチャー政権はヨーロッパの通貨統合よりアメ リカと協力しつつグローバル

化を進めることを選択した。最近では経済運営について議論するにあたって、経常収支や貿易

収支の状況に着 目することはほ とん どないが、このことはイギ リスの経済運営を伝統的に拘束

してぎた要因が消滅したことを意味する。これはサッチャー政権が とった政策の結果であ り、

本稿の視角によれば、政権の最大の功績は自国の経済構造に適合的な形へ と国際政治経済体制

を作 り替えた点にある1')。

3.サ ッチ ャーの業績 と遺産

　本節では、まず為替管理の廃止に伴 う国際資本移動の自由化 と金融ビッグバンについて概観

する。次に、それがイギ リス経済を再生することに成功したのか どうか、経常収支の分析をつ

うじて検討する。

(1)国 際資本移動の自由化 と金融ビッグバン

　サッチャー政権は総選挙直後の1979年10月 に為替管理を廃止 し、国際資本移動を完全に自由

化 した。為替管理 とは、居住者が外国の通貨を売買することに対する制限 と、非居住者が自国

の通貨を売買することに対する制限のことを指す。1958年 にイギ リスは他のヨーロッパ諸国 と

共にドル と自国通貨の免換性を回復したが、あ くまで経常取引に伴 う資本移動の自由化にとど

ま り、投資 目的の資本取引に対する様 々な制限は維持されていた。1979年 当時蔵相だったハウ

によれば、為替管理の廃止は 「人生の経済的な決定の中で唯一夜眠れな くなるものだった20)」

とい う。

　続いて1986年 には 「金融ビッグバン」 といわれる金融業の規制緩和が断行された。ロンドン

証券取引所の会員資格が外国の証券会社にも開放され、固定手数料制度は廃止された。ロンド
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ンのシティでは、アメ リカの協力的な姿勢もあって1960年 代からユーロドル市場 と呼ばれる、

アメ リカ国外で保有されるドルのマネー市場が発達 しつつあった。ビッグバンはこの国際的で

規制の少ない市場 と、閉鎖的な国内金融市場 との問の垣根を取 り払 うものであった21,。

　国際資本移動の自由化 と金融ビッグバンによって、イギ リス経済の中で金融セクターが占め

る重要性は増加した。同時に、政権当初の高金利政策 と、それに伴 うポンドの通貨レートの上

昇によって、イギ リス製造業の衰退は加速することになった。地理的にみると、サービス業、

特に金融業を擁するイングランド南東部は繁栄する一方、製造業の地盤であったイングランド

北部やスコットランドは衰退し、地域間の経済的な格差は拡大した。

　 ロンドンのシティは国際的な金融センターとしての地位を再確立 したが、反面シティの金融

機関の多 くはアメ リカ系資本の傘下に置かれることになった。但し、この展開は1970年 代から

既に予測されていたことであ り、国際資本移動の大半を占めるユーロドルをめ ぐるビジネスで

競争する場合、アメリカ系金融機関の方が高い競争力を持つのは不思議でない22,。他方、ユー

ロドル市場はアメ リカ国外で保有されるドルを扱 う市場であるから、定義上アメ リカ国内には

存在できない。つま り、アメ リカがグローバル化を進める上で、イギ リスは不可欠な役割を果

た しているのである。

(2)イ ギ リス対外収支の状況

　 イギ リスのように長期にわたる経済的衰退に直面した国家が国際的に比較優位に立つ分野に

資源を集中させることは、あながち誤 りとはいえない。ただそれが実際にイギ リス経済の衰退

傾向を逆転させることに成功したか どうかは、また別の問題である。そこで以下では、1979年

以降の対外収支の状況を分析することで、サッチャー政権がイギ リス経済を立て直すことに成

功 したのか どうか検討する231。

　まず、貿易収支は1980年 から1982年 の三年間、黒字を記録している。この政権初期の貿易黒

字は、キャラバン期に行われた投資のため北海原油の輸出が増大したことによってもたらされ

た。逆に言えば、北海原油によって うみだされたイギ リスの貿易黒字は、わずか三年で雲散霧

消 したことになる。以後現在に至るまで貿易赤字の規模はほぼ一貫 して拡大 し続けている。

　 これに対し、金融業 ・保険業の好調を反映してサービス収支の黒字は1987年 以降拡大傾向に

ある。 しかしサービス収支の黒字は、メージャー政権末の一時期を除いて、貿易赤字を相殺す

るには至っていない。貿易収支、サービス収支に所得収支 と経常移転収支を加えた経常収支全

体の状況を見ると、サ ッチャーが首相を退任 した1990年 の時点でGDP比3.8%の 赤字を記録

しており、政権誕生時の1979年(同0.5%の 赤字)と 比較 して赤字の規模は大幅に拡大 してい

る。ちなみに、前年の1989年 に記録されたGDP比4.9%の 赤字は、石油シ ョック直後の1974

年の同4.0%を 上回る、戦後イギ リスを通 じて最悪の記録である。経常収支赤字の累積のため、

イギ リスは1990年 にはじめて対外債務残高が対外資産を上回る純債務国に転落した。
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　注 目すべぎことに、同じ保守党の

メージャー政権は1990年 から1997年

にかけて、経常収支赤字をほぼ解消

することに成功している。この赤字

の減少傾向は1997年 に労働党政権が

誕生 したことで逆転し、ブレア ・ブ

ラウン両政権の下でイギ リスの経常

収支赤字は1997年 のGDP比0.1%

か ら2007年 の同3.8%へ と急拡大 し

た。メージャー政権下の経常収支赤

字減少が同政権の政策の結果による

イ ギ リスの経常収支

　　　　(GDP比)一

ものか否かは今後詳 しく検討する必要があるが、同政権が1992年 のERM離 脱後も同制度へ

の復帰 と整合的な経済運営を行っていた とい う事実は指摘してお く価値があるだろう。いずれ

にせよ、経常収支の状況からみる限 り、サ ッチャー政権 とブレア ・ブラウン政権の経済運営の

問には政党を超えた共通性があ り、メージャー政権がそれ と明確な対比をなしているのは興味

深い。

　それでは、サービス収支や所得収支の黒字によっても貿易赤字が相殺されないため、イギ リ

スが巨額の経常収支赤字を恒常的に記録 しているにもかかわらず、かつてのように経済危機に

直結 しないのは どうしてだろうか。それは国際資本移動が自由化され、ロンドンが国際的な金

融センターとしての地位を確立する中で、資本収支、特に投資収支の黒字幅が大幅に拡大した

ためである24)。投資収支の内訳をみると、直接投資や間接(証 券)投 資 も増加 しているが、 と

りわけ大きな黒字をもたらしているのが、統計上 「その他投資」に分類される、イギ リスの銀

行へ海外居住者が行 う預金のめざましい増加である。これらの預金の大半は外貨建て、特に ド

ル建てでなされ、ユーロドル市場の重要な構成要素 となっている。

　つまるところ、経常収支赤字がイギ リスの経済運営に とってさしたる問題でな くなったのは、

1980年代以降に国際資本移動、特にその中心を占めるユーロドル市場の規模が急激に増加し、

赤字のファイナンスが容易になったためである。この分析結果は、サッチャー政権の功績は国

際的な政治経済体制を自国の経済構造に適合的な形につ くりかえた点にある、 とい う本稿の主

張を裏付ける。国内における改革の役割は、経常収支赤字を解消することではなく、赤字のファ

イナンスのために必要な外国からの投資を引きつけることにあった。

　グローバル化の下で、外国からの投資によって経常収支赤字をファイナンスするとい うサ ッ

チャー政権の路線を限界までつきつめたのが、ブレア ・ブラウン両政権の経済運営である。先

に述べたように、メージャー政権は前後の政権 と異な り、経常収支の赤字を解消することに成
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功 している。 このように、歴代政権の対外経済政策に着 目するならば、「コンセンサス」でな

く 「振 り子」の方がイギ リス政党政治の正確な描写かもしれない。

　いずれにせよ、外国からの借金によってイギ リス国民が身の丈を超えた生活を送ることを可

能にした政権(サ ッチャー ・ブレア)の 方が、収支の帳尻を合わせることを求めた政権(キ ャ

ラハン ・メージャー)よ りも人気があるのは皮肉といえよう。

4.結 び に代え て

　通説のようにイギ リス戦後政治を戦後コンセンサスの時代 とネオ リベラル ・コンセンサスの

時代に区分し、1970年 代を過渡期 として捉える見方に立つ と、ピース保守党政権 ・キャラバン

労働党政権が実行した政策は、「戦後コンセンサス」の残澤か 「ネオ リベラル ・コンセンサス」

の先駆けのいずれかに分類され、両政権の持っていた独自性は見失われてしまう。それに対し

て本稿は、ヒ ース ・キャラバン両政権の追求した政策 とサッチャー政権のそれ とを全 く異なる

理念にもとつ くもの と位置づける可能性を示唆する。すなわち、前者は固定相場制 ・製造業 ・

ヨーロッパ諸国 との協調に重点を置いていたのに対して、後者は国際資本移動の自由化 ・金融

業 ・アメ リカとの関係をその柱 としていたのである。

　本稿の枠組みは、イギ リス とヨーロッパ大陸諸国が1980年 代に入 り別の道を歩むようになっ

た経緯をも明確にする。ケインズ主義からマネタリズム(ネ オ リベラリズム)へ の移行 とい う

図式は、イギ リスのみならず大陸ヨーロッパ諸国にもある程度まで妥当するもの と考えられて

いる25)。しか しこのような理解では1980年 代に入 りイギ リス と大陸諸国の通貨 ・金融政策が大

きく乖離 し、イギ リスが欧州通貨統合から距離を とるようになった理由を説明できない。それ

に対 して本稿の枠組みは、イギ リスの政策が70年 代に地域的な通貨安定の実現を 目指したヨー

ロッパ大陸諸国のそれ と接近したが、サ ッチャー政権の登場 と共にそこからはなれ、アメ リカ

と共にグローバル化を推進する側にまわった経緯を的確に説明できるのである。

　昨今の金融危機の根本的な原因は、アメリカやイギ リスが巨額の経常収支赤字を抱え、それ

をファイナンスするために外国からの投資を引きつける必要があることだ と言われる。 とすれ

ば、そのような経済戦略がいつ どのような経緯で採用されるように至ったのか研究を深めるこ

とには、単なる歴史的関心を超える現代的な意義があるように思われる。そして現下の危機の

根本的な解決のためイギ リスが経常収支赤字を削減する必要があるとすれば、それに取 り組ん

だキャラバン ・メージャー両政権の経験に着 目することは不可欠だろう。
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